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☆私立高等学校授業料の実質無償化
（対象校種：高等学校、中等教育学校（後期課程）専修学校（高等課程）

国の高校無償化により所得制限を撤廃、県独自上乗せ、県内平均授業料である48万円まで支援

☆県立高校等及び私立学校体育館の空調整備の加速化

避難所に指定された県立高校等整備拡充（設計6校、工事3校）

全校整備に向け、新たに民間活力を活用した整備手法の調査・検討を行う
空調設備整備を実施する私立学校に対し3か年で集中的に支援

いのち輝く神奈川の実現に向けて

☆地震防災戦略等の推進

道路、橋りょう、港湾、上下水道の耐震化等の推進

☆犯罪や事故などのない安全で安心なまちづくり

地域防犯カメラの設置や特殊詐欺等被害対策機器の普及等を行う市町村への補助

☆地方独立法人神奈川県立福祉機構の設立
☆津久井やまゆり園事件を風化させないための取組
☆DV・ストーカー被害者など困難な問題を抱える女性等への支援

「DV・ストーカー被害商談支援センター」を設置

DV・ストーカー加害者への対応策の研究

子ども・子育て支援 約2,424億円

安全で安心して暮らせる神奈川の実現 約1,555億円

共生社会実現への取組及び生活困窮者等への支援 約1,144億円

医療・介護施策の推進 約1,739億円

☆医療DXの推進
☆介護・高齢者支援施策の推進
補聴器購入支援を行う市町村に対する補助

県の財政運営は厳し
くなると予想されま
す。いのちとくらし
を守り、安心安全な
未来に向けての施策
が行われているのか、
今後もしっかりと
チェックします。

2026年度の主な事業



所属委員会 厚生常任委員会報告
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会 場

2月25日、1年5か月ぶりに会派の一員として、一般質問の機会を
得ました。これまで取組んできた課題をはじめ、頂いたご意見等
を踏まえ、提言を踏まえながら、知事、教育長、警察本部長、局
長へ質問を行いました。

質問項目は8項目です。
（１）多文化共生の推進について
（２）感染症対策における下水疫学調査のさらなる推進について
（３）附属機関等における議事録等の公表期間について
（４）若い世代に性や健康への関心を促す環境づくりについて
（５）急傾斜地崩壊対策事業の推進について
（６）県教育委員会サポートオフィスの取組について
（７）県立学校の会計処理に係る教員の負担軽減について
（８）警察車両の電動車化の取組について

かながわ未来県議団の一員として一般質問を行いました

インターネット議会中継
録画映像

所属委員会 厚生常任委員会 報告
今回の常任委員会では、「県の障害福祉施策について」と「ＤＶ・ストーカー被害者支援について」の
２点について、強く意見要望を致しました。

※「県の障害福祉施策について」
湘南東部障害保健福祉圏域には長い間療養介護事業所がなく、重症心身障害児者は在宅生活が多い状
況です。県としてグループホーム運営準備支援等を行っていますが、いまだ湘南東部圏域に重心のグ
ループホームのメドはたっていません。一方、中井やまゆり園の独法化に向けては、令和７年度には県
立障害者グループホームの設置に向け、予算を計上し取組んでいます。また独法の設立に向け、令和８
年度には運営費補助として30億円を超える多額の予算を計上しています。当事者目線の障害福祉推進条
例の理念のもと、県として取組まなければならない障害福祉施策は中井やまゆり園にとどまらず多々あ
り、それらの充実にむけてしっかりと取組む必要があります。住む慣れた地域で安心して暮らすために、
住む場所で支援の差が起きることがないよう、条例の理念のもと、県のすすめるあらゆる障害福祉施策
にしっかりと向き合い、当事者支援を着実に推進することを強く求めました。

※「ＤＶ・ストーカー被害者支援について」
困難な問題を抱える女性への支援に関する法律＝女性支援法では、ＤＶ・ストーカー被害者支援にお
ける一時保護や自立支援の施策が位置付けられています。被害を経験したことで傷つき、緊急的な対応
が終わっても自立に向けては困難な状況にある被害女性には、この女性支援法に規定されている自立支
援等を継続してしっかりと体制を整える必要があり、ＤＶ・ストーカー被害者支援への支援を強化する
にあたっては、女性支援施策との連携強化が重要です。その観点からも、県が条例を制定するのであれ
ば、被害に悩む当事者本人のための条例が基本です。また、被害者への支援を充実・強化するためには、
民間団体と連携した多様なニーズに応じるための支援も不可欠です。実効性のある条例とするためには
内容を精査し、検討をきちんとすることを求めました。
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